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＜ 要　旨 ＞

「持続可能な開発目標（SDGs：Sustainable Development Goals）」とは、2015年9月の国連
持続可能な国際サミットにて全会一致で採択された「我々の世界を変革する持続可能な開発の
ための2030アジェンダ（行動計画）」の中核をなす世界的開発目標である。

中小企業の視点に立ってみた時、広範に亘り1企業では対応できない項目までをも含むSDGs
をどのように捉えるか。もとより、中小企業とは、地域経済・社会と密接に関連し合っており、
地域経済の発展と密接に関りあいつつ維持・発展を遂げてきた。地方経済や地域社会の担い手
として、地域に根ざした地域密着型である中小企業が果たしてきた役割は、経済性や社会性か
らみても非常に大きいといえよう。中小企業の存在そのものが、地域におけるゴール8「働きが
いも経済成長も」やゴール9「産業と技術革新の基盤をつくろう」といった目標と密接に関って
おり親和性が高く、中小企業の成長発展は、これら2つのゴールに直結すると捉えることがで
きる。

本稿では、関連する先行研究からモデルを導出し分析枠組みを提示した上で、事例研究を通
して中小企業の成長発展プロセスを明らかにする。具体的には、①「量（＝規模）」の成長発
展段階で「質」的に何が行われていたのか、②「質」を図るものとしての中小企業の製品・サ
ービスとはどのようなものであったか、といった2つの課題を設定した。そこで、これらに対す
る分析枠組みとして先行研究から「企業家的機会に対する知覚—行動モデル」を導出し提示し
た。また事例研究では、実際に「小規模企業」から「中規模企業」に成長発展した企業として、
北九州市に本社をおきロボットシステムインテグレーターである有限会社ICS SAKABEを取り
上げてある。以上から、中小企業の成長発展プロセスとその企業成長の背後にあるダイナミク
スを捉える。
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１．はじめに

「持続可能な開発目標（SDGs：Sustainable 

Development Goals）」とは、2015年9月の国連

持続可能な国際サミットにて全会一致1で採択

された「我々の世界を変革する持続可能な開発

のための2030アジェンダ（行動計画）」の中核

をなす世界的開発目標である。社会変革に向け

て高邁な理想を掲げたグローバルスケールの行

動規範であり、その内容を特徴づけるものとし

て「新たな人権宣言」、「新たな社会契約」等の

理念が国連の主要文書等に示されている（村

上, 2019, p.6）。またその理念は、①包摂性（誰

一人取り残さない）、②普遍性（途上国、先進

国も同様に）、③多様性（国、自治体、企業、

コミュニティまで）、④統合性（経済・社会・

環境の統合性）、⑤行動性（進捗管理の徹底）、

といったキーワードで表現することができる

（村上, 2019, p.6）。具体的には、17のゴールと、

それぞれのゴールの下に合計169のターゲット

が掲げられ、232のインディケーター（評価指

標）が設定されている。SDGsでは、過去の

「ミレニアム開発目標（MDGs：Millennium 

Development Goals）」2策定の際の経験と反省

を踏まえ、国家レベルのみならず公民のあらゆ

るレベル3での取り組みの重要性が謳われてい

る一方で、①多すぎる目標、②理解が容易でな

い、導入方法がわからない、③法的拘束力がな

い、指標のためのデータの未整備、などの問題

点が指摘されている（自治体SDGs推進評価・

調査検討会, 2019；村上, 2019）。

さて、中小企業の視点に立ってみた時、広範

に亘り1企業では対応できない項目までをも含

むSDGsをどのように捉えるか。もとより、中

小企業とは、地域経済・社会と密接に関連し合

っており（古川, 1985）、地域経済の発展と密

接に関りあいつつ維持・発展を遂げてきた（日

本中小企業学会, 1982）。中小企業は全国のい
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１	 加盟国は193 ヵ国となっている。
２	 MDGsとは、国連主導によって「世界から極度の貧困や飢餓をなくすこと」など8つの目標について2015年を達成期限とした共通の枠組みとしてまとめ

られた目標であり、2001年に193の全国連加盟国と23の国際機関によって合意された。
３	あらゆるレベルとは、自治体等の準国家レベル、国家レベル、複数の国をまたぐ地域レベル、グローバルレベルを指すと同時に想定されている。
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ずれの地域でも、その事業所数や雇用数で圧

倒的なシェアを占め、それぞれの中小企業は地

域の持つ固有性の上に成り立っている。特に地

方経済や地域社会の担い手として、地域に根

ざした地域密着型である中小企業が果たしてき

た役割は、経済性や社会性からみても非常に大

きいといえよう。つまり、異質多元的である中

小企業の存在そのものが、ゴール8「働きがい

も経済成長も」やゴール9「産業と技術革新の

基盤をつくろう」といった目標などと密接に関

っており親和性が高い。

そこで本稿では、中小企業の成長発展に注

目し、事例研究を通してそのプロセスに焦点を

あてていく。地域活性化の柱でもある中小企業

（佐竹, 2008）の成長発展とは、先に述べた

SDGsの2つのゴールなどに直結すると捉える

ことができ、また、さまざまなレベル4での持

続可能性に貢献しうると考えるためである。

２．問題の所在　
	 ―日本の企業数・企業規模別売上高・

存続企業の規模間移動の現状―

ここで、日本の企業規模別企業数と企業規

模別売上高、存続企業の規模間移動の現状を

みていくことにしよう。図1は、1999年から

2016年にかけて日本の企業規模別企業数の推

移を示したものである。日本の企業数は、1999

年以降、年々減少傾向にあるが直近の2016年

には企業数合計が約359万者となっており、こ

のうち358万者が中小企業となっている。2012

年から2016年をみても約27万者が減少するな

ど、開業数を大幅に廃業数が上回っていること

４	当初、SDGsとは，国連によって「グローバルレベル」、「国（政府）レベル」の国際的枠組みとして企画・提案された側面が強く、SDGsを「自治体レベ
ル」の取り組みに導入するためには、国際レベル、国レベルと、地域を代表する自治体レベルを結び付ける必要があるとされてきた。これに加え筆者は、
田代（2020）において「地域社会でSDGsを捉える新たな3つの視点」として①自治体レベルにおける公共政策的SDGsへの取り組み、②市場レベルに
おけるビジネス活動を通したSDGsへの取り組み、③コミュニティレベルにおける社会活動を通したSDGsへの取り組み、を提示した。本稿の研究視点
とは、この②との関連性が強いといえるが、中小企業の成長発展によるSDGsへの貢献とは、②のレベルに収まるものではない。
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図1　日本の企業規模別企業数の推移

注1）企業数＝会社数＋個人事業主数とする。
注2）小規模企業とは、中小企業基本法の規定に基づく「小規模企業者」をいう。
注3）中規模企業とは、「小規模企業者」以外の「中小企業者」をいう。

（出所）中小企業庁編（2020, p.Ⅰ-110）
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がわかり、その減少数の大多数は小規模企業

が占めている。図2は、企業規模別売上高の推

移を示したものである。日本における中小企業

全体の売上高は、リーマン・ショック後と2011

年の東日本大震災発生後に大きく落ち込むも、

2016年第3四半期より増加傾向となっていた。

しかしながら、2019年第3四半期以降をみると

中小企業の売上高は減少に転じており、長期的

には緩やかな減少傾向にあるといえよう5。日

本の中小企業全体の企業数減少と売上高の落

ち込みをみると、とても楽観視できる状況では

ないといえ、地域経済への影響は計り知れない。

次に、企業の成長発展といった視点から中小

企業の現状を概観する。図3は、2012年から
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図2　企業規模別売上高の推移

（出所）中小企業庁編（2020, p.Ⅰ-8）
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図3　存続企業の規模間移動の状況

注）2012年から2016年について記載
（出所）中小企業庁編（2020, p.Ⅰ-113）

５	 一方で、日本の中小企業全体の経常利益は、売上高同様リーマン・ショック後に大きく落ち込んだが、その後は極々緩やかな回復基調が続いている。近
年は、大企業の経常利益が2019年第2四半期に減少に転じた中で、中小企業の経常利益は横ばいで推移している。2019年第4半期で大企業全体の経常
利益11.5兆円に対して、中小企業全体の経常利益は約5.8兆円となっている（中小企業庁編, 2020）。リーマンショックを除くと長期的には、中小企業全
体の経常利益の総額にはあまり変化がないのが特徴であるといえる。
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2016年にかけて存続した企業における企業規

模間の移動状況について示したものである。存

続企業の95％を超える企業については変化な

しで、規模拡大した企業が7.3万者、規模を縮

小させた企業が6.7万者となっている。これら

のうちのほとんどが、小規模企業から中規模企

業への拡大、中規模企業から小規模企業への

縮小で占められている（中小企業庁編, 2020, 

p.Ⅰ-113）。存続企業の規模間移動の状況では、

規模拡大した企業と規模を縮小した企業数に

大きな差が認められないことから、中小企業全

体の停滞感は否めない。

３．リサーチデザイン

3.1　求められる中小企業の成長発展

中小企業庁編（2019）では、経営者の高齢

化を踏まえ事業承継の現状や課題とともに、中

小企業に期待される自己変革が指摘されてい

る。中小企業を取り巻く外部環境の変化として

「少子高齢化・人口減少」「デジタル化」「グロ

ーバル化」の3点をあげた上で、中小企業の役

割を「我が国経済を牽引する役割」「サプライ

チェーンを支える役割」「地域経済を活性化す

る役割」「地域の生活・コミュニティを支える

役割」としている。また、中小企業庁編（2020）

では、事業活動が地域経済に与える影響や地

域の雇用への貢献等を含めた中小企業・小規

模事業者が生み出す「新たな価値」に対して

の着目がなされている。

中小企業庁編（2019, 2020）が指摘するよう

に、中小企業経営者の高齢化を背景とした企業

数の減少からは、確かに事業承継の取り組みは

重要であろう。同様に、「少子高齢化・人口減少」

を背景に今後一層中小企業数の減少が進行す

るのであれば、個々の中小企業の成長発展が急

務であるとはいえないか。特に疲弊する田舎や

地方経済ではこの問題は大きい。「新たな価値」

に着目した個々の中小企業の成長発展が希求さ

れると同時に、それらの研究が望まれている。

そこで以下に、中小企業の成長発展に焦点をあ

てたこれまでの研究動向をみていくことにする。

3.2　�成長発展プロセスへの理解とその研究動

向とは

本稿で注目する、企業の成長発展方法、成

長発展パターン、成長発展の有無の決定、成

長発展が起こる文脈的側面などの疑問に焦点

を当てた研究は、これまで無視されてきたとい

われている（Wright and Stigliani, 2012）。こ

れまでのところ、研究におけるほとんどの関心

は、企業がどの程度成長しているか、また一部

の企業（特に新しいベンチャー企業）が他の企

業よりも成長している理由を調査し理解するこ

とに向けられ ており（Gilbert et al., 2006； 

McKelvie and Wiklund, 2010）、その根源たる

要因解明が主な焦点であった。しかしながら、

企業の成長発展プロセスをより深く理解するこ

とは、成長発展を促進するためのより詳細で適

切な政策の策定に貢献する可能性が高く

（Wright and Stigliani, 2012）、企業の戦略策定

などにも貢献するものとなり得るだろう。

もちろん、これまでのような定量的な研究ア

プローチは重要であるが、それだけでは企業成

長の背後にあるダイナミクスを完全に捉えるこ

とはできないため、方法論的多重性を必要とす

る。つまり、成長発展プロセスを理解するため
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には、実証主義的アプローチと同様に、解釈主

義的アプローチを採用する定性的研究6が必要

であるといえる（Leitch et al., 2010）。

3.3　研究の進め方と視点

日本における中小企業研究では、主に中小企

業を「群」として捉えつつも、中小企業が中堅

企業、大企業への成長発展の可能性と経路が

あることは示されていた（末松, 1961；中村, 

1964）。中小企業は、企業家活動の有利性によ

る発展的制御と中小企業問題による抑制的制御

という対抗的な「二重の制御」を受けることで

「発展性と問題性の統一物」となる（黒瀬, 

2012）。しかしながら、中小企業の成長発展プ

ロセスに注目し、実際どのようにして中小企業

が成長発展するのかといった研究は、これまで

ほとんど行われていない7。

伝統的・古典的中小企業研究である「中小

企業問題」をみても中小企業の「質」の解明と

その重要性8は度々指摘されてきた（山中, 

1948；佐竹, 2008）。中小企業の規模のなかに

潜んでいる「質」、それそのものが中小企業を

既存の規模で成り立たせ、中小企業の性格をも

たらしている。そのため本稿でも、中小企業の

発展成長プロセスを明らかにするためには、「量

＝規模」のうちに潜む「質」の解明に焦点をあ

てる必要があると考えている。そもそも成長発

展を指向する中小企業にとってみても、段階に

応じた「量（＝規模）」的拡大と「質」的改善・

向上とは両輪であり、バランスを必要とする重

要な経営課題であろう。これら疑問に応えるた

め、①「量（＝規模）」の成長発展段階で「質」

的に何が行われていたのか、②「質」を図るも

のとしての中小企業の製品・サービスとはどの

ようなものであったか、といった2つの課題を

設定し、中小企業の成長発展プロセスとその企

業成長の背後にあるダイナミクスを捉えていく

ことにする。

そこで本稿では、関連する先行研究レビュー

から分析の枠組みを提示した上で、「小規模企

業」から「中規模企業」9に成長発展した企業

を取り上げて事例研究10を行う。

3.4　対象事例の選定とデータ源について

中小企業の成長発展プロセスの理解のため

に、「小規模企業」から「中規模企業」に成長

発 展した 企 業 事 例として、有 限 会 社ICS 

SAKABE（以下、ICS SAKABEとする）を取

り上げる。中小企業の成長発展プロセスの理解

のためには、長期間に亘る詳細な観察や調査を

必要とする。そのため、筆者と関係が深い企業

であるICS SAKABEを選定した。

６	 成長発展プロセスへの理解とそれら研究に対して、Wright and Stigliani（2012）は、企業家がどのように意思決定を行うのかを理解すること、リソー
スへのアクセスと設定、これらが企業成長発展にどのように影響するかといった点についての研究視点が必要と述べている。

７	 近年、過去の中小企業論の文脈から成長発展議論を整理した上で、下請中小企業の取引に潜む「自立」や「自律」といった「質」に注目し下請中小企
業の成長発展経路やプロセスの議論が展開されはじめている（関, 2011；池田, 2012）。一方で、これら中小企業の成長発展の議論は、あくまで中小企
業の範疇、下請制やサプライヤー関係の範疇での議論を前提としており「量（＝規模）」的な成長は重要視されていない。つまり、従来型中小企業研究
視点である大企業に対しての中小企業といった視点に変わりがないといえる。

８	山中（1948, pp.8-16）は、中小企業が大企業と比べて相対的に規模が大きくないということは「中小企業問題」そのものである「質」と密接な関係を持
っているが、「質＝問題」を反映するものは、表象的な「量＝規模」であると規定できるとし、中小企業は規模という「量」のうちに潜んでいる「質」
によって規定されねばならないと述べている。また、佐竹（2008, p.46）は、「中小企業問題」に対処するためには「量＝規模」によって規定された中小
企業を存立形態によって類型化し、さらにそれぞれの類型内における個別の諸条件に根ざす「質＝問題」をはじめとした特徴を明らかにする必要がある
と述べている。

９	中小企業庁編（2020, p.ⅺ）。中小企業とは、中小企業基本法第2条第1項の規定に基づく「中小企業者」をいう。また、小規模企業とは、同条第5項の
規定に基づく「小規模企業者」をいう。さらに、中規模企業とは、「小規模企業者」以外の「中小企業者」をいう。

10	Flyvbjerg（2006）は、ケーススタディのアプローチについて、たとえ単一ケースであっても文脈化とプロセスの解明には有効であると述べている。
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本稿では、主要なデータを入手するために

ICS SAKABEに対して参与観察ならびに通常

の観察、インタビューなどによる調査を行った。

調査概要についてまとめたものを表1に示す。

参与観察を含む観察調査は、長期間におよんで

いることもあり、随時、研究ノートにまとめて

いることから改めて整理などは行っていない。

また、インタビュー調査については、研究ノー

トおよび音声に記録した後に「調査記録」とし

てまとめてある。あわせて、インタビュー調査

時の入手資料のほか、本稿に関連した公刊され

ている書籍、論文、新聞、雑誌、ウェブサイト

（企業ホームページ含む）、その他刊行物などを

補完的な位置づけで利用している。

４．分析枠組みの提示　―モデルの導出―

4.1　先行研究

先に設定した2つの課題ならびに中小企業の

成長発展プロセスとその企業成長の背後にある

ダイナミクスを捉えていくために、本稿では、

中小企業の成長発展の源泉となる企業家的な

「機会」11に注目をする12。そこで後述する本稿

の分析枠組みの提示に先立ち、まずは、この分

野で研究が進むアントレプレナーシップ13研究

から、関連する既存研究をレビューしたい14。

Venkataraman（1997）は、企業家が誰で、

何をしているかという視点で研究を分類し定義

を行ってきた、これまでのアントレプレナーシ

ップ研究とは対照的に、将来の財やサービスを

生み出す「機会」の重要性を主張する。このよ

うな「機会」が、誰によって、そしてどのよう

な効果をもって発見され、評価され、活用され

ているかを調べるといった新たなパースペクテ

ィブが提示されている。そこで、Shane and 

Venkataraman（2000）は、①なぜ、いつ、ど

のようにして、財とサービスの創造の「機会」

が存在するようになるのか、②他者ではなく、

なぜ、いつ、どのようにしてこれらの「機会」

調査期間または調査日 調査方法 備考

2007年～ 2012年 参与観察 ―

2013年～ 2020年6月 観察 ―

2020年7月15日 インタビュー調査 調査記録No．jpis-20200715

2021年1月5日 インタビュー調査 調査記録No．jpis-20210105

2021年1月19日 インタビュー調査 調査記録No．jpis-20210118

表1　ICS SAKABEに対する調査の概要

（出所）筆者作成

11	詳細は後述するShane and Venkataraman（2000）による定義や説明を参照願いたい。
12	Shane and Venkataraman（2000）は、企業家精神は有益な「機会」の発見と利用に関係していると述べる。これに関連し、Venkataraman（1997）は、

これまでの経営戦略論分野などに代表される企業間の相対的パフォーマンスを説明し予測するための概念的枠組みは戦略的経営には有用であるものの、
それら研究視点は、起業家精神を対象とした研究方法としては十分ではないと述べている。

13	アントレプレナーシップは、日本語では起業家精神や企業家精神と訳され表記される。そこで本稿では、企業家精神に統一する。また、アントレプレナ
ーの日本語訳である起業家と企業家の表記についても企業家に統一する。アントレプレナーシップと企業家精神、アントレプレナーと企業家の表記の使
用については、前後の文脈によって使い分けており同じ意味で使用している。

14	Shane and Venkataraman（2000）は、アントレプレナーシップ研究において、「機会」という概念に注目し、独自の分野を築いた。その後、現在までに、
それら概念は多くの学問の焦点となっている。
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を発見し、利用するのか、そして③企業家が「機

会」を活用するために、なぜ、いつ、どのよう

に異なる行動様式が用いられるのか、といった

研究上の3つの課題を提示した上で、企業家の

「機会」が企業や市場を通じて利用される条件

について議論を進め、企業創造プロセスに関す

る「起業機会の存在」「起業機会の発見」「起

業機会の活用の決定」といったフレームワーク

を示している。そして、企業家がアントレプレ

ナーシップを持つためには、まず企業家的な「機

会」に出会う必要があると述べ、それらを捉え

る認識とは主観的なプロセスであるものの、「機

会」自体は常にすべての当事者に知られている

わけではなく、客観的な現象でもあると説明し

ている。また、ここで注目したいのは、Shane 

and Venkataraman（2000）が、企業家精神と

は必ずしも新しい組織の創造を必要とするもの

ではなく、既存組織を含むことができるとの指

摘を行っていることである15。また、Shane 

and Venkataraman（2000）が提示したフレー

ムワークとは、企業創造のプロセスに関する研

究を補完するものになるとも述べられている。

Shane（2003）は、これら一連の議論を深化させ、

企業家的な「機会」を「企業家が利益を生み

出すことができると信じてリソースを再結合す

るための、新たな手段—目的のフレームワーク

を創造できる状況」と定義している。

Sarasvathy（2008）は、熟達した企業家が

持つ意思決定メカニズムとして「エフェクチュ

エーション」といった概念を示し、「非予測的

コントロール」のテクニックを具現化したもの

として「手中の鳥」「許容可能な損失」「クレイ

ジーキルト」「レモネード」「飛行機の中のパイ

ロット」といった5つの原則を提示する。そこで、

Sarasvathy（2008）は、「企業家的機会はどこ

からやってくるのか」といった研究課題に対し、

「機会」とは企業家によって「発見されるもの」

であると同時に、「つくり出されるもの」である

と述べている。Sarasvathy（2008）の研究の

焦点とは、「『機会』が世界に客観的なものとし

て存在するか」もしくは「企業家の意識に始め

から存在するか」といった対立ではなく、「『機

会』が企業家を創り出すのか」それとも「企業

家が『機会』を創り出すのか」にある。

以上、簡単ではあるが本稿で注目する企業

家的「機会」に関連して、アントレプレナーシ

ップ研究から関連する既存研究のレビューを行

った。先行研究から示されているように、第1に、

企業家精神とは必ずしも新しい組織の創造を必

要とするものではなく既存組織を含むことがで

きる点、第2に、企業家的な「機会」とは、「企

業家が利益を生み出すことができると信じてリ

ソースを再結合するための、新たな手段—目的

のフレームワークを創造できる状況」といった

点から考えてみると、「機会」が中小企業の成

長発展の源泉となることが示唆される。続いて、

これら先行研究を手掛かりに分析枠組みについ

ての検討を進める。

4.2　モデルの導出

先行研究からも示されているように、「『機会』

が世界に客観的なものとして存在するか」もし

くは「企業家の意識に始めから存在するか」と

いった研究課題が残るとして、企業家的機会と

15	Amit et al. （1993）ならびにCasson（1982）なども、企業家精神は既存の組織内でも起こりうると説明している（Shane and Venkataraman, 2000）。
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は「発見」され「活用」されるものであると同

時に、「つくり出されるもの」であるとしても

（V e n k a t a r a m a n , 1 9 9 7；S h a n e a n d 

Venkataraman, 2000；Sarasvathy, 2008）、現

実的には、「機会」を手中におさめるものと、

そうでないものに分れることになる。アントレ

プレナーシップ研究分野では、このメカニズム

の解明はまだ進んでいない。

そこで本稿では、企業家の「機会」に対

する知覚メカニズムに注目をした「企業家的機

会に対する知覚－行動モデル」16を提示する

（図4）。このモデルは、企業家は何らかの「企

業家的仮説」に基づきながら、意識的無意識的

に関らず、「機会」を「知覚」することによって

「行動」の規定に結びつけているという仮説に

基づく。具体的に説明すると、企業家は自身の

「企業家的仮説」に基づいて「機会」を「知覚」17

「認知」18「認識」19し、はじめて「行動」をお

こすことになる。また、「企業家的仮説」に

基づく「知覚」「認知」「認識」「行動」と企業

家を取巻く外部環境と内部環境は連関してい

ることから、相互に影響をおよぼす。これら一

連の「知覚－行動」によって、企業家には

「entrepreneurial force」20が蓄積され、新たな

「企業家的仮説」が創られることになるが、「行

動」が環境に適応すれば「企業家的仮説」と「知

覚」は加重され、適応しなければ「企業家的仮

説」は修正、再構築されることとなる。時間経

16	このモデルの構築にあたっては、感覚・知覚心理学分野である東他（1973, pp.78-79）ならびに経営学分野の加護野（1988）を参考にした。近年、アン
トレプレナーシップ研究では、心理学分野の知見が積極的に援用されるなど学問の深化が図られている。また、このモデルは一般化されたものでないこ
とを事前に断わっておきたい。

17	心理学分野における「知覚」とは、感覚器官を通して、現物の事物、事象、あるいは自己の状態を認知する機能のことをいう（東他1973, p.78）。「知覚」
が対象性と客観性をもつのに対して、「感覚」は、対象性を欠き、感情に近い主観性の強いものと考えられ区別される（東他1973, p.78）。「感覚」や「知
覚」は、意識においてではなく、行動を規定する媒介過程の1つと考えられている（東他1973, p.78）。

18	「認知」とは、「感覚」「知覚」と比較して、他の感覚系、運動系からの影響をより多く受け、より多く過去の経験によって規定され、思考や言語の影響
がより多く考えられるような過程をいう（東他1973, p.78）。「認知」は、より単純な「感覚」、「知覚」と区別される。「認知」もまた「感覚」、「知覚」と
同様に、行動を規定する媒介過程の1つとして考えられている。

19	「認識」は基本的には哲学の概念で、主体あるいは主観が対象を明確に把握することを言う。知識とほぼ同義の語であるが、日常語の知識と区別され、
知識は主に認識によって得られた「成果」を意味するが、認識は成果のみならず、対象を把握するに至る「作用」を含む概念である（栗田・古在編, 
1978）。

20	本稿で提示した「entrepreneurial force」とは、加護野（1988）が提唱する「日常の理論」に類似した概念である。「日常の理論」とは、経営の実践を
支えている知識体系を指しているのに対し、「entrepreneurial force」とは、経営の実践を支える知識体系や企業家の経験から創られた、「経験『知』」
や「実践力」などの総体であると定義する。熟達した企業家は、「entrepreneurial force」の蓄積によって「企業家的仮説」を創り出す能力に優れ、「機
会」を「知覚」する機能が強化されていると考えられる。

フィードバック・ループ

企
業
家

的
仮
説

影響 知覚 認知 認識 行動

強
化

entrepreneurial force

図4　企業家的機会に対する知覚－行動モデル

（出所）筆者作成
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過を伴うなかで蓄積された「entrepreneurial 

force」により、企業家の「知覚」は強化され

つつ変容し、「行動」は修正されるといったフ

ィードバック・ループが形成される。

以上、本稿で提示した「企業家的機会に対

する知覚－行動モデル」では、企業家が「機会」

をどのように「知覚」した上で「行動」したか、

そしてフィードバック・ループによって蓄積さ

れる「entrepreneurial force」とその効果に注

目をする。続いて、本稿で設定した2つの課題

にアプローチするため事例研究による分析と考

察を進めていく。

５．事例研究　―事例：ICS SAKABE―

5.1　ICS SAKABEについて

（1）会社概要

ICS SAKABEは、福岡県北九州市に本社を

おくロボットシステムインテグレーターである。

会社設立は2003年、資本金は300万円の有限

会社であり、会社設立から17期を終えた2020

年現在の売上高は約1.3億円となっている。主

な事業内容は、産業ロボットならびに画像認識

技術を用いた専用装置開発、自動倉庫の制御

盤ハード・ソフト設計製作試運転立上、自動車

搬送設備・生産設備の制御盤ハード・ソフト設

計製作試運転立上、産業向け自動制御機器の

保守、修理サービスとなっており、産業ロボッ

トをはじめとしたメカトロニクス技術によって

ファクトリーオートメーション関連事業を行っ

ている。従業員数は、2021年1月現在で23名、

本社のほかに、和歌山事業所、八幡工場、ロ

ボットセンター小倉があり、2020年には、同社

の新事業である工場やオフィス、病院にむけた

UV除菌ロボット事業の拡大にむけて九州

UVDROBOTSセンターが設立されている。

ICS SAKABEは中小企業ではあるものの、

2017年には経済産業省の「ロボット導入促進

のためのシステムインテグレーター育成事業」

に採択されているほか、タイのパンヤピワット

経営大学と国際交流協定（MOU）を締結し海

外よりインターンシップの受入を行い、2019年

には正式にタイ人を技術職として採用してい

る。また、これまでに特許を3件ほど出願する

など、北九州地域では珍しい独立・メーカー的

技術指向、グローバル指向の強い中小企業で

ある。

（2）坂部氏について

ICS SAKABEの代表取締役を務め創業者で

もある坂部好則氏（以下、坂部氏とする）は、

1971年生まれで現在49歳、和歌山県出身であ

る。1992年日本理工情報専門学校を卒業後、

大阪市西淀川区に本社を置き、物流システム、

立体式の自動倉庫の大手メーカーである株式会

社ダイフク（以下、ダイフクとする）に入社し

ている。ダイフクは、自動車生産ラインのコン

ベヤシステム、洗車機、電子機器用部品などの

製造も手がけている。

坂部氏はダイフクに11年在籍しているが、

国内外の大手工場にむけた自動倉庫や自動車

生産ラインにおける主に電気関連分野のプログ

ラマブル・ロジック・コントローラー（以下、

PLCとする）技術者として設計、製作、設備立

上業務に従事している。ダイフクが日本を代表

する自動倉庫、自動車生産ラインメーカーであ

ったことから、坂部氏は、日々の業務経験を通
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して、非常に高い技術力を身につけることが出

来たことに加え、ファクトリーオートメーショ

ン関連事業を価格・納期・技術的側面から俯瞰

的かつ詳細に捉える視点を養うことができたと

いう。

その後、坂部氏は独立し、2003年4月に個人

事業主として出身地である和歌山県で創業、同

年10月に法人を設立した。当時、請け負って

いた自動車生産ライン業務の関連から福岡県遠

賀郡岡垣町に九州事業所を同年11月に設立、

予期せず業務の拠点が北部九州となったこと

で、2015年には本社を北九州市小倉に移し、

現在に至っている。堅実な仕事と温厚な人柄、

バイタリティのある営業力から北九州市の製造

業者とのネットワークも構築され、2017年から

19年迄の期間には「北九州ものづくり光継会」

7代目会長なども務めている。

5.2　ICS SAKABEの成長発展プロセス

（1）量的視点　

　　―売上高・経常利益・従業員数の推移―

ここでまずは、量的視点からICS SAKABE

の成長発展プロセスをみていくことにする。本

稿では、量的指数として売上高、経常利益、従

業員数を設定した。図5は、ICS SAKABEの

設立から現在までの推移である。量的な視点か

らは、第1に、創業から順調に増加した売上が

2007年をピークに減少し2009年には、ほぼな

くなっていることが解る。第2に、2009年より

現在に亘って順調に売上を拡大しているなか

で、2016年から2017年にかけて大幅な人員増

加が行われている。ここでICS SAKABEは、

小規模企業から中規模企業になっている。これ

ら時期の前後に、ICS SAKABEにて「質」的

な変化が起きている可能性が高いため、特に注

意を払っていくことにする。続いて、質的な視

点からICS SAKABEの成長発展プロセスをみ

ていこう。

（2）質的視点　―製品・サービスの変化―

本稿では、質を図る基準として製品・サービ

スの変化、それらに関連する必要な設備投資や
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（出所）ICS SAKABE提供資料より筆者作成
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新たな事業に取り組むきっかけにも注目をす

る。表2は、それらをまとめたものである。

坂部氏は、2003年にダイフクを退社し独立

後、単独でICS SAKABEを2003年に設立して

いるが、2003年から2008年までは、主にダイ

フクの自動車生産ラインのPLC関連業務に専

従している。この時期、北部九州ではトヨタ九

州、ダイハツ大分、本田技研熊本製作所などの

工場新設ラッシュがあり、ダイフクは、多くの

生産ラインを受注していた。仕事の進め方を熟

知し気心も知れた仲であり、ダイフク内で技術

力と堅実な仕事ぶりで評判が高かった坂部氏

は、独立後すぐに、専従の下請業者としてダイ

フクから多くの仕事を受注することになった。

企業設立から4期目となる2007年には、従業員

が3名となり8千万円以上の売上を達成するま

でに成長する。しかし、北部九州の自動車関連

工場新設ラッシュも終焉を迎えることとなり、

リーマンショックによる世界的不況も重なるこ

とで2009年の売上は僅か580万円ほどとなる。

内容 備考

2003年～ 2008年
ダイフクの自動車生産ラインPLC
関連業務に専従

主にトヨタ九州、ダイハツ大分、本田技研熊本製作所の新
設工場生産ライン立上業務に従事

2008年
ダイフク専従下請業務からの離脱
を決断

リーマンショック発生
北部九州の自動車関連工場新設ラッシュが終焉

2008年～
独自営業によるPLC業務を含む
電気関連事業を開始

主に北部九州ならびに山口県地域の工場にむけて事業展開

2013年 空港用カートロボットの開発
九州工業大学と共同開発 
2014年3月に北九州空港内での実証試験を完了 
2019年5月特許を取得（出願：2014年6月）

2014年～ 産業ロボット事業に参入

2015年10月
「中小企業新事業活動促進法」に
基づく「経営革新計画」の承認

制御盤の試運転作業の効率化についての経営革新計画

2017年5月
経産省らによる『ロボット導入促進
のためのシステムインテグレーター
育成事業』採択される

事業名：可搬式ロボットシステムを用いた出前教育による導
入促進 
使用ロボット：垂直多関節ロボット

2017年12月
配膳カート用パワーアシストユニッ
トの開発実証試験

医療向け「らくらく操作アシスト機能付き配膳車」を九州工
業大学と共同開発 
2020年1月特許を取得（出願：2018年6月）

2018年2月
ロボットセンター小倉（RCK）を
北九州市小倉北区に開設

2018年3月
制御盤製作試運転工場を北九州市
八幡西区に開設

2018年9月
FA・ロボットシステムインテグレ
ータ協会SIerに会員登録

2019年4月～
産業ロボット安全ロボット特別教育

（セミナー）事業を開始
産業ロボットの導入支援、体験ならびに各種セミナー、安
全資格取得スクール、教示トレーニングなど

2020年4月～ UV除菌ロボット事業開始

2020年8月
九州UVDROBOTSセンターを
北九州市小倉北区に開設

表2　ICS SAKABEの製品・サービスの変化などについて

（出所）筆者作成
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だが、この会社設立史上最低の売上の背景に

は別の理由も存在した。

北部九州の自動車関連工場新設ラッシュに陰

りが見え始め、ダイフクからの受注額が低下傾

向にあった2008年、坂部氏は、ダイフク専従

下請業務からの離脱を決断する。そこで創業か

らの想いであったメカトロニクス技術による自

動化装置メーカーの実現にむけて、まずは、自

動車関連工場はもちろんのこと物流や食品業界

を含む大手工場を顧客ターゲットとした独自営

業による電気関連事業を開始したのである21。

この事業では、PLCを用いたプログラム設計・

製作・試運転業務、制御盤の設計・製作・試

運転業務、自動制御機器の保守・修理サービ

ス業務などが展開され、一部下請業務を含むも

着実に売上を伸ばし、現在では、ICS SAKABE

を支える主力事業22となっている（写真1）。

新たな収益基盤を構築したICS SAKABEは、

坂部氏がダイフク在籍時から可能性を感じてい

たロボット関連事業へ乗り出す。2013年に、九

州工業大学との共同開発による「空港用カート

ロボット」の開発に着手しつつ、2014年には、

産業ロボット事業に参入している。この、「空

港用カートロボット」の開発は、2017年の九州

工業大学との共同開発である医療向け「らくら

く操作アシスト機能付き配膳車」の「配膳カー

ト用パワーアシストユニット」の開発に繋がる

こととなり、ICS SAKABE がUV除菌ロボッ

ト事業（写真2）を開始するアイデアの基とな

った23。2020年4月にUV除菌ロボット事業を

開始、同年8月には北九州市小倉北区に九州

UVDROBOTSセンターを開設し、UV除菌ロ

ボット販売・導入支援・教育・除菌サービス業

務の展開をスタートしたばかりである24。

また、産業ロボット事業では、当時ロボット

導入が積極的でなかった中堅、中小の製造業

工場や大手食品工場をターゲットに、産業ロボ

ットならびに画像認識技術を用いた専用装置開

発業務（写真3）が積極的に展開されている。

また、2017年5月に経産省らによる「ロボット

21	この理由として、坂部氏は、ダイフクの業務は収益の柱で重要であったが、独立し実現したい目標は専従下請ではなかったと話す。しかし、お世話にな
ったダイフクに業務面で迷惑をかけたくなかったため、受注がほぼなくなった段階で離脱したと述べている。当時、坂部氏は、ダイフクの専従下請離脱
をリスクとは捉えておらず、自身の目標実現のチャンスだと捉えたという。しかし、これまでは技術者で全くの営業経験がなかったため、当初は上手く
いかず、会社設立史上最低の売上を招いてしまったと話している。

22	2018年3月には、北九州市八幡西区に制御盤製作試運転工場が開設され事業の強化が図られている。
23	坂部氏は、「空港用カートロボット」や「らくらく操作アシスト機能付き配膳車」の開発に成功し、そこで特許などを取得するもビジネス的には失敗で

全然売れていないと話す。しかしながら、この開発によって医療業界におけるロボット導入の大きな可能性を強く感じることが出来たと述べており、こ
の経験があったからこそ、UV除菌ロボット事業をやろうという決断を可能にしたと話している。また、坂部氏は、UV除菌ロボット事業は医療業界参入
のきっかけとなる商材でしかないと話しており、最終的には医療業界におけるロボットシステムインテグレーターのポジションを狙いたいと話している。

24	2020年12月、ICS SAKABEが佐世保中央病院にUV除菌ロボット販売、システム導入している。

写真1　製作された制御盤 写真3　開発された装置写真2　UV除菌ロボット

（出所）すべてICS SAKABEから提供
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導入促進のためのシステムインテグレーター育

成事業」にてICS SAKABEの「可搬式ロボッ

トシステムを用いた出前教育による導入促進」

事業が採択された後、2018年2月にロボットセ

ンター小倉（RCK）を北九州市小倉北区に開設、

2019年4月には、産業ロボット導入支援・教育

業務を開始している。

現在、UV除菌ロボット事業には専任で3名、

産業ロボット事業には専任で5名もの従業員が

配属されており、随時、電気関連事業のメンバ

ーが両事業をサポートする体制がとられてい

る。産業ロボット事業については、先行投資の

回収までには至っていないものの、2020年17

期にて事業収支がプラスに転じている。

（3）小括

量的質的な視点からICS SAKABEの成長発

展プロセスをみた場合、大きく4つのステージ

に分類できる。表3は、それらをまとめたもの

である。各ステージを重ねることで拡大してき

た各業務や事業は連関性が強いため、各事業

方針よる細かい軌道修正はあるものの大枠では

全ての事業が維持され、年度の売上利益の状

況や坂部氏による今後の事業成長予測などか

ら、適宜経営資源が傾斜配分されている。

2020年からICS SAKABEは、UV除菌ロボッ

ト事業に参入しているが、今後の成長拡大如何

によっては、採算性の悪い事業の整理が行われ

る可能性は高いといえよう。

ICS SAKABEが小規模企業から中規模企業

に成長した2017年の時期は、ステージ3である

ロボットシステムインテグレーター期にあたる。

これは、大手メーカーの圧力が強く日本国内に

おいて価格競争力がない制御盤製作などの厳

しい電気関連事業と比較して、付加価値が高

いとされるロボットシステムといった産業ロボ

ット事業に参入したことによる。経産省らによ

る「ロボット導入促進のためのシステムインテ

グレーター育成事業」に採択された後押しもあ

り、事業の成長可能性が坂部氏のなかで確信

できたことで、新事業に対して積極的な投資が

行われたのである。そこで、今一度、図5を確

認してみよう。2014年から19年にかけて売上

が増加傾向にあるが、一方で経常利益が横ば

いであることが解る。これは、主力事業である

電気関連事業の利益を、ロボットセンター小倉

（RCK）の開設や必要人材の雇用など、産業ロ

ボット事業に投資したことによる25。また、新

事業に対する先行投資の一方で、収益の柱で

ある電気関連事業の増強を目的に制御盤製作

ステージ1 設立～ 2008年 専従下請期

ステージ2 2008年～ 14年 電気関連事業期

ステージ3 2014年～ 20年 ロボットシステムインテグレーター期

ステージ4 2020年～ 医療向けロボットシステムインテグレーター期

表3　ICS SAKABEの成長発展プロセス

（出所）筆者作成

25	2020年の売上低下及び利益の減少は、UV除菌ロボット事業促進のための社内人材の配置転換と必要な設備投資によるものであり、あくまで一過性のも
のであると判断できる。
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試運転工場の設立が行われており、事業間のシ

ナジー効果と補完を目的とした調整が図られて

いる。

小括の締め括りとして、販売や売上といった

商業側面で失敗であった「空港用カートロボッ

ト」や医療向け「らくらく操作アシスト機能付

き配膳車」の開発が、ICS SAKABEのUV除

菌ロボット事業参入へのきっかけとなっている

ことは特筆すべきことであるといえ、「失敗の

『知』」が結果として新たな事業に結びついてい

ることがわかる。

６．分析と考察　
	 ―企業成長の背後にあるダイナミクス―

ICS SAKABEの事例では、各ステージで新

たな事業を取込みながら、徐々に業態を変容さ

せ成長発展してきたことが解る。これは換言す

れば、ICS SAKABEが「機会」を手中に収め

ることでこれまでの成長発展プロセスを可能に

したともいえる。

本稿で提示した「企業家的機会に対する知

覚—行動モデル」では、企業家は、何らかの「企

業家的仮説」に基づきながら、企業家的な「機

会」を「知覚」することによって「行動」を規

定するとし、これら一連のプロセスを経て

「entrepreneurial force」が蓄積されつつ、フィ

ードバック・ループが形成されるとした。

坂部氏は、ダイフクから独立し起業した時点

で、明確に、メカトロニクス技術を駆使した自

動化装置メーカーとなることを目標としてい

る。メカトロニクス技術による自動化装置の開

発には、機械設計、電気設計、PLCをはじめと

した制御プログラム設計、それに伴う製造技術

など多様な技術ならびに工場をはじめとした多

くの設備を必要とする。目標の実現や思い描く

企業の「あるべき姿」を冷静に考えた時に、単

独で起業した坂部氏にとって不足している要素

は多い。しかし、ここで諦めるのではなく、総

合的かつ自社を取巻く環境を捉え「ダイフクの

仕事ならものにできる」といった企業家的仮説

から「機会」を「知覚」し、まずは専従下請と

なる「行動」によってICS SAKABEをスター

トした26。同様に、自身が掲げた目標達成にむけ、

日 々 の 経 営 実 践 を 通 し た「 行 動 」 か ら

「entrepreneurial force」を蓄積し、企業家的

仮説の加重と修正を繰り返し、「知覚」の強化

といったフィードバック・ループを形成するこ

とで、電気関連事業の開始、産業ロボット事業

への参入、UV除菌ロボット事業開始などとい

った「機会」を手中に収め成長発展を遂げてい

る27。また、「entrepreneurial force」の蓄積と

いった点についてだが、企業家の成功体験のみ

が蓄積されるわけではないことが示されてい

る。ICS SAKABEのUV除菌ロボット事業創

出は、過去の失敗が活きている。企業家の「失

敗の『知』」が「entrepreneurial force」に蓄

積されていることが示唆されるものであろう。

考察の締めくくりに、ICS SAKABEが手中

26	坂部氏は、ダイフクという大手メーカーを辞めてまでやりたかったことは下請ではなく、自動化装置メーカーになりたかったからだと話す。一方で、独
立当時は企業といえども個人事業主のような状況でPLC技術しかなく、それをテコに会社を進めていくしか選択肢はなかったとも述べている。

27	坂部氏は、ICS SAKABEの成長発展プロセスを振り返り、「お金儲けだけなら恐らくまだダイフクの専従下請としてやっていただろう」と話す。「自動
化装置メーカーになりたいという目的があったから、下請業務を通して電気関連事業もやれるかも、電気関連事業を通して当時ロボット導入が積極的で
なかった中堅、中小の製造業工場や大手食品工場をターゲットに産業ロボットならびに画像認識技術を用いた専用装置の展開にチャンスがあるぞ、とい
ったふうに気づくことができた」と話す。そしてこれには、経験を含め業務を完了できる実践力の積み重ねから創り出されるビジネスチャンスを見出せ
る「力」が重要だと述べている。
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に収めた「機会」とは、先行研究で示されてい

るように「発見」され「活用」されるものであ

ると同時に、「つくり出されるもの」であったか。

ICS SAKABEの成長発展プロセスの各段階で

手に入れてきた「機会」ともいうべき新事業は、

決して斬新なものでもなければ、必ずしも新奇

性を伴っているものでもなく、革新的イノベー

ションとは言い難い。ICS SAKABEの手に入

れた「機会」とは、常に彼らの周りに存在し、

企業家を取巻く「縁」によって、既に企業に接

続されていると考えるのが妥当であろう。これ

に気付くことができるか、つまり「知覚」でき

るかが重要なのである28。

７．おわりに

本稿では「SDGsと中小企業経営」をテーマに、

中小企業とSDGsにおけるゴール8「働きがい

も経済成長も」やゴール9「産業と技術革新の

基盤をつくろう」といった目標との密接性、親

和性から中小企業の成長発展に注目し議論を

進めてきた。そこで、2つの経営課題を設定し

分析の枠組みを提示した上で、事例研究を通

じて中小企業の成長発展プロセスとその企業成

長の背後にあるダイナミクスを明らかにして

きた。

SDGsの議論は、企業経営のなかで、ややも

すると社会的価値に大きな注目が集まるが、一

方で、経済的価値の側面を忘れてはならない。

中小企業は、地域経済の重要な担い手である。

中小企業は、既存事業にのみ埋没することなく

自ら企業家的機会を掴み、積極的な事業展開に

よって付加価値労働生産性を高め、真の活力あ

る主体へと変貌を遂げることが、結果的に

SDGs達成に繋がるのではなかろうか。最後に

なるが、本稿で提示したモデルは仮説の域を出

ず、検討した事例も1社であることから研究と

して残された課題は多い。これらは今後の研究

課題としたい。

28	坂部氏は、ビジネスチャンスとは常に周りに存在しているが、力がなければ見えないと述べる。そして、これに気付いたものだけが「機会」を手中に収
めることができると述べる。
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